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子会社における事業譲受けに関するお知らせ 

 

 当社の子会社であるメルパルク株式会社は平成 20 年 9 月 19 日開催の同社株主総会決議により、

財団法人 ゆうちょ財団が日本郵政株式会社から運営を受託しているメルパルク11施設の事業承継

に関し、下記のとおり財団法人 ゆうちょ財団と事業譲渡契約を締結いたしましたのでお知らせい

たします。 

 

記 

 

1．事業譲受けの理由 

当社ならびに当社の 100％子会社であるメルパルク株式会社は、平成 20 年７月 23 日付で当

社と財団法人 ゆうちょ財団との間で締結した事業譲渡基本協定書に基づき、同子会社を譲受

け会社として事業譲渡契約を締結いたしました。 

メルパルク 11 施設は日本の主要都市に位置し利便性も良く、地域密着型の施設であること

から当社グループの基本理念である「すてきな生活文化を創造し、心豊かな社会の実現に貢献

すること」を実現するにふさわしい施設であります。また、これら 11 施設は当社店舗の近隣

に所在することから、当社店舗網との相乗効果が期待されます。さらに、当社のグローバル展

開の柱であるアジアなど海外からのお客様のインバウンド戦略を考えたとき、同施設はこのイ

ンバウンド戦略の新たな拠点として、その戦略を加速するにふさわしい施設であります。 

また、通婚圏が全国に広がっている時代、そのニーズにこたえられる同施設のネットワーク

は大きなブランド力になりうるものと考えております。 

 

2．事業の譲受けの内容 

(1)譲受けの対象 

    メルパルク運営事業に必要な資産等 

 

(2)譲受け事業の平成 20 年 3 月期における経営成績 

事業収益 25,918 百万円

当期一般正味財産増減額 985 百万円

なお、上記数値は財団法人 ゆうちょ財団の正味財産増減計算書における施設運営特

別会計として計上された数値を記載しており、企業会計原則に基づく損益計算書と

は一部表記が異なります。また、上記数値には譲受け対象外となる事業を一部含ん

でいるほか、消費税及び地方消費税込みの数値となっております。 



 

(3) 譲受け資産、負債の項目及び金額 

（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

資   産 負   債 

項   目 金 額 項   目 金 額 

流 動 資 産 732 百万円 流 動 負 債 1,511 百万円 

固 定 資 産 687 百万円 －     － 

合 計 1,420 百万円 合    計 1,511 百万円 

（注）上記は平成 20 年 3 月 31 日現在の数値を再評価した金額であり、最終的な価額は平成

20 年 9 月 30 日をもって確定します。 

 

(4) 譲受け価額及び決済方法 

    譲受け価額  ： 平成 20 年 9 月 30 日時点の譲受け資産及び負債の再評価後価額を基準  

として決定するため、金額が確定次第、開示いたします。 

  決 済 方 法  ： 現金決済 

 

3．相手法人の概要 

名    称 ： 財団法人 ゆうちょ財団 
代  表  者 ： 理事長 清水 英雄 
本 店所在地 ： 東京都港区芝大門一丁目 1番地 3号 
設 立 ： 平成 15 年 4 月 1 日 
事 業 内 容 ： 地方公共団体等から委託を受けた施設の運営、個人貯蓄並びに資産の運用

及びその市場に関する調査研究等 
当社との関係 ： 資本関係、取引関係、人的関係はありません。 

 

4．日程 

平成 20 年 10 月 1 日  事業譲受け実行日（予定） 

 

5．会計処理の概要 

のれんが発生する見込みでありますが、現時点では未確定であり、金額が確定次第、開示い

たします。償却期間は会計監査人と協議の上、決定する予定であります。 

 

6．今後の連結業績に与える影響 

上記事業譲受けが平成 21 年 3 月期連結業績予想数値に与える影響は以下のとおりであります。 

                （単位：百万円） 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

11,500 300 300 180
（注）上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績等は今後

さまざまな要因によって異なる結果となる可能性があります。 

 

 

以 上 


